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2020年５月13日

株 主 各 位
名古屋市緑区曽根二丁目1 6 2番地

株式会社 エ  ス  ポ  ア
代表取締役社長 田  上    滋

第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルスの感染が広がっております。本株主総会会場におき

ましては、開催日現在の状況に応じ、マスク着用及びアルコール消毒液の設置な

ど感染予防の措置を講じてまいります。

　ご来場の株主様で体調不良とお見受けした方には、運営スタッフがお声掛けさ

せていただき、入場をお控えいただくことがございますので、あらかじめご了承

ください。

敬　具
記

１．日 時 2020年５月28日（木曜日）午前10時

（開催時刻が昨年と異なっておりますので、お間違えのない

ようご注意ください。）

２．場 所 名古屋市中区栄３－２－３　名古屋日興証券ビル　７階

ＴＫＰ名古屋栄カンファレンスセンター　７Ａ

（開催場所が昨年と異なっておりますので、末尾の会場ご案

内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第48期（2019年３月１日から2020年２月29日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２．第48期（2019年３月１日から2020年２月29日まで）計算

書類報告の件

以　上

　今回は決議事項がございませんので、議決権行使書に代えて出席票を同封しております。当日

ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ

ます。

　なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト（アドレス　http://www.es-poir.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策を

背景に、緩やかな回復基調が続いておりましたが、2019年10月に実施された消

費税率引き上げによる消費者マインドの低迷、さらには中国湖北省武漢市より

発生した新型コロナウイルス感染症が世界各国に広がり、国内経済のみならず

世界経済に与える影響が計り知れないものとなってまいりました。

このような状況のもと、当社グループは開発・販売事業として宅地開発１物

件及びリセール住宅１戸の販売活動ならびに賃貸・管理事業として商業施設５

物件の事業活動をいたしました。

　売上高、営業利益及び経常利益は、主に開発・販売事業における宅地及び建

売販売の不振により、前連結会計年度に対して減収減益となりました。また、

親会社株主に帰属する当期純利益は、北海道苫小牧市に所有する商業施設にお

いて主要テナントの退店が決定し、当該商業施設における固定資産評価の減少

分として減損損失157,917千円を計上したことから、前連結会計年度に対して

大幅に減益となりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,397,053千円（前連結会計年

度比4.4％減）、営業利益132,436千円（同14.1％減）、経常利益63,040千円

（同26.8％減）、親会社株主に帰属する当期純損失106,183千円（前連結会計

年度は親会社株主に帰属する当期純利益29,019千円）となりました。

　セグメント別実績は、次のとおりとなります。

イ．開発・販売事業

　開発・販売事業は、当社において潜在価値を引き出すことが可能な用地を

取得し、物件毎に地域特性や立地環境に最適な企画を付加し、分譲マンショ

ンや商業施設の開発または宅地開発を行う「デベロップメント事業」と他の

デベロッパーが開発した物件を１棟または区分所有で購入し、これを効率

的・効果的な販売手法をもって再販する「リセール事業」があります。
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　当連結会計年度は、これまでに引き続き神奈川県横須賀市（１物件）の宅

地及び建売販売、ならびに前連結会計年度より着手した長野県伊那市のリセ

ール住宅（１戸）の販売を行い、宅地１区画及びリセール住宅１戸の引渡し

を行いました。

　この結果、売上高は45,171千円（前連結会計年度比45.8％減）となり、セ

グメント損失は7,426千円（前連結会計年度はセグメント利益974千円）とな

りました。

ロ．賃貸・管理事業

　賃貸・管理事業は、当社が所有する土地や建物等を第三者に貸し付ける賃

貸事業であります。

　現在当社は、北海道北斗市（１物件）、北海道厚別区（１物件）、北海道

苫小牧市（１物件）、神奈川県横浜市（１物件）、石川県河北郡（１物件）

の５物件の商業施設を所有しており、当該施設の賃貸及び運営管理を行って

おります。

　当連結会計年度は、2019年10月より実施された消費税率の引き上げ、なら

びに2020年に入り新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた社会

生活や経済活動の自粛要請に伴うテナントの休業や営業時間短縮等により、

商業施設への来客減少が顕著となりました。

　この結果、売上高は1,349,314千円（前連結会計年度比2.0％減）となり、

セグメント利益は314,998千円（同2.9％減）となりました。
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セグメント別売上高

セグメント区分

第47期
（2019年２月期）

第48期
（2020年２月期）

（当連結会計年度）
前連結会計年度比

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

開発・販売事業 83,419 5.7 45,171 3.2 △38,247 △45.8

賃貸・管理事業 1,377,268 94.3 1,349,314 96.6 △27,954 △2.0

そ　　の　　他 548 0.0 4,375 0.3 3,827 698.4

調　　整　　額 △156 0.0 △1,808 △0.1 △1,651 －

合　計 1,461,080 100.0 1,397,053 100.0 △64,026 △4.4

②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は74,900千円であります。その主

なものは、賃貸・管理事業の一部商業施設における設備交換工事等でありま

す。

③　資金調達の状況

当社グループの資金需要は、不動産の仕入及び開発工事等に要するもので

あり、主に金融機関等からの借入により調達しており、当連結会計年度末現

在の借入金等の残高は、7,337,846千円であります。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 45 期

(2017年２月期)
第 46 期

(2018年２月期)
第 47 期

(2019年２月期)

第 48 期
(当連結会計年度)
(2020年２月期)

売 上 高(千円) － － 1,461,080 1,397,053

経 常 利 益(千円) － － 86,074 63,040

親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) － － 29,019 △106,183

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
（ △ ）

(円) － － 19.50 △71.36

総 資 産(千円) － － 9,455,921 9,092,215

純 資 産(千円) － － 1,104,595 995,418

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － － 742.36 669.00

（注）１．第45期及び第46期は連結計算書類を作成しておりませんので、記載しておりません。
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は期中平均発行済株式総数に

より、１株当たり純資産額は期末現在の発行済株式総数により算出しております。
　　なお、１株当たりの算出には自己株式36,077株を控除しております。

②当社の財産及び損益の状況

区 　 分
第 45 期
(2017年２月期)

第 46 期
(2018年２月期)

第 47 期
(2019年２月期)

第 48 期
(当事業年度)
(2020年２月期)

売 上 高(千円) 1,600,567 1,552,828 1,460,688 1,394,153

経 常 利 益(千円) 103,241 97,455 87,030 57,983

当期純利益又は当期純
損 失 ( △ ）

(千円) 45,475 82,428 30,020 △109,787

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
（ △ ）

(円) 30.56 55.40 20.18 △73.78

総 資 産(千円) 9,803,414 9,733,531 9,456,707 9,078,896

純 資 産(千円) 1,000,587 1,083,015 1,105,596 992,814

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 672.46 727.85 743.03 667.25

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は期中平均発行済株式総数に

より、１株当たり純資産額は期末現在の発行済株式総数により算出しております。
　　なお、１株当たりの算出には自己株式36,077株を控除しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　重要な親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社ネオフリーク 500万円 100.0％ 不動産管理、店舗運営

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、これまでもテナントリーシングの強化、コスト管理の徹

底及び長期的な資金の安定化に努めてまいりました。しかしながら、総資産

に対する有利子負債割合は未だ高いため、引き続きキャッシュ・フローを重

視した経営改善を進め、長期的な資金の一層の安定化に向けて事業活動を行

っていく必要があります。

　この課題に対処するべく、今後の事業活動におきましても、これまで同様

に以下の対応を継続実施してまいります。

①　収益基盤の確立

　賃貸・管理事業においては、テナントリーシングを強化することで、既

存テナントの退去防止、新規テナントの確保及びコスト管理の徹底により、

収益基盤を強化・拡充してまいります。

　開発・販売事業においては、「宅地販売」のみならず建物を付加した「建

売販売」を強化し、さらに、個人向けだけではなく法人向け販売も実施す

ることで、販路拡大ならびに収益向上を図ってまいります。

②　財務体質の健全化

　①の施策により売上高の拡大とコストダウンの徹底を図ります。

　加えて、借入先に対しては適時に当社グループの経営成績及び財政状態

を報告し、理解を得ることによって良好な関係を築き、資金調達や資金繰

りの一層の安定化に努めてまいります。

③　運転資金の確保

　資金調達手段の多様化に取り組むとともに、自己資本の充実に注力して

まいります。

④　子会社を活用したグループ価値の最大化

　子会社株式会社ネオフリークにおいてテナント直営事業及び商業施設管

理事業を開始し、賃貸・管理事業における企業グループ収益の拡大を図っ

てまいります。
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(5) 主要な事業内容（2020年２月29日現在）

事業の区分 事業の種類 事業の内容

開発・販売事業

デベロップメント事業

マ ン シ ョ ン 開 発

宅 地 開 発

商 業 施 設 開 発

リ セ ー ル 事 業

マ ン シ ョ ン 買 取 再 販

商業施設リノベーション

商業施設コンバージョン

賃貸・管理事業 ス ト ッ ク 事 業
商業施設賃貸・運営管理

土 地 、 建 物 賃 貸

(6) 主要な営業所（2020年２月29日現在）

　　　本　　社　　　　名古屋市緑区
　　　横浜支店　　　　横浜市中区

(7) 従業員の状況（2020年２月29日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

開発・販売事業及び賃貸・管理事業 4名 1名増

全 社 （ 共 通 ） 1名 1名減

合 計 5名 －

（注）１．従業員数は、就業人数であります。
２．上記、開発・販売事業及び賃貸・管理事業については２名が両事

業を担当しております。
３．当社従業員１名が子会社役員を兼任しております。

②　当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

５名 － 48.7歳 11.7年
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(8) 主要な借入先の状況（2020年２月29日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,239,546千円

マ ル キ 不 動 産 株 式 会 社 1,296,100

ス ト ー ク 株 式 会 社 794,500

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2020年２月29日現在）

(1) 発行可能株式総数 4,800,000株

(2) 発行済株式の総数 1,524,000株

(3) 株主数 312名

　(4) 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

ストーク株式会社 　　　 490,000 株 　　　　32.93 ％

合同会社サクセスインベストメント 　　　 449,000 　　　　30.17

楠木　哲也 　　　　76,100 　　　　 5.11

大藪　英勝 　　　　70,000 　　　　 4.70

平尾　昌弘 　　　　54,500 　　　　 3.66

若杉　精三郎 　　　　42,000 　　　　 2.82

株式会社和円商事 　　　　40,000 　　　　 2.68

auカブコム証券株式会社 　　　　22,700 　　　　 1.52

石川　英樹 　　　　21,000 　　　　 1.41

日本証券金融株式会社 　　　　15,500 　　　　 1.04

（注）１．持株比率は、自己株式（36,077株）を控除して計算しております。

　　　２．自己株式は、大株主から除外しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2020年２月29日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 田 上  　 滋 株式会社ネオフリーク取締役

取 締 役 谷 角  大 悟
ストーク株式会社代表取締役

株式会社ファインツー代表取締役

取 締 役 谷 角  速 斗 株式会社Ａｓｔｅｅｒ代表取締役

取 締 役 寺 田  幸 生
当社管理部長

株式会社ネオフリーク監査役

取 締 役 高 野  哲 朗 株式会社ＡＳＡＫＡ代表取締役

常 勤 監 査 役 砂 子  　 守

監 査 役 武 田  英 彦
公認会計士 武田英彦事務所所長

株式会社キーエンス 社外監査役

監 査 役 小 栗  　 悟
税理士法人オグリ 代表社員

石塚硝子株式会社 社外監査役

監 査 役 三 好  　 勝
株式会社三好経営センター 取締役

税理士法人三好会計 代表社員

（注）１．取締役谷角大悟氏、谷角速斗氏及び高野哲朗氏は、社外取締役であります。
２．監査役砂子守氏、武田英彦氏、小栗悟氏及び三好勝氏は、社外監査役であります。ま

た、当社は砂子守氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所
に届け出ております。

３．監査役砂子守氏は金融の幅広い知識に加え、不動産分野における多様な経験を有して
おります。また、武田英彦氏、小栗悟氏及び三好勝氏は、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役とは、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める

額としております。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等

①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 　 　 分 員数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う ち  社  外  取  締  役）

６名
（４名）

30,000千円
（3,600千円）

監 査 役
（う ち  社  外  監  査  役）

５名
（５名）

8,100千円
（8,100千円）

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

11名
（９名）

38,100千円
（11,700千円）

（注）１．取締役の報酬限度額は、2006年５月25日開催の第34回定時株主総会において、年額
200,000千円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2006年５月25日開催の第34回定時株主総会において、年額
20,000千円以内と決議いただいております。

②　当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

③　社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役谷角大悟氏は、当社筆頭株主であるストーク株式会社の代表取締役

であります。当社は同社より資金を借入れております。また、同氏は、株式

会社ファインツーの代表取締役でもあります。当社と株式会社ファインツ

ーとの間には特別な関係はございません。

　取締役谷角速斗氏は、株式会社Ａｓｔｅｅｒの代表取締役であります。当

社と株式会社Ａｓｔｅｅｒとの間には特別な関係はございません。

　取締役高野哲朗氏は、株式会社ＡＳＡＫＡの代表取締役であります。当社

と株式会社ＡＳＡＫＡとの間には特別な関係はございません。

　監査役武田英彦氏は、公認会計士武田英彦事務所所長及び株式会社キーエ

ンスの社外監査役であります。当社と公認会計士武田英彦事務所及び株式

会社キーエンスとの間には特別な関係はございません。

　監査役小栗悟氏は、税理士法人オグリ代表社員及び石塚硝子株式会社の社

外監査役であります。当社と税理士法人オグリ及び石塚硝子株式会社との

間には特別な関係はございません。

　監査役三好勝氏は、株式会社三好経営センターの取締役及び税理士法人

三好会計の代表社員であります。当社と株式会社三好経営センター及び

税理士法人三好会計との間には特別な関係はございません。
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②　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役 谷 角 大 悟

同氏は、当事業年度中に開催された取締役会13回全てに出席し、

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行いまし

た。

取締役 谷 角 速 斗

同氏は、当事業年度中に開催された取締役会13回全てに出席し、

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行いまし

た。

取締役 高 野 哲 朗

同氏は、2019年５月28日就任以降、当事業年度中に開催された取

締役会10回全てに出席し、意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための発言を適宜行いました。

監査役 砂 子 　 守

同氏は、2019年５月28日就任以降、当事業年度中に開催された取

締役会10回全てに出席し、また、監査役会４回全てに出席し、不

動産分野における専門的見地から、意思決定の妥当性・適正性を

確保するための発言を適宜行いました。

監査役 武 田 英 彦

同氏は、当事業年度中に開催された取締役会13回のうち12回に出

席し、また、監査役会６回全てに出席し、財務・会計に関する専

門的見地から、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言

を適宜行いました。

監査役 小 栗 　 悟

同氏は、当事業年度中に開催された取締役会13回のうち12回に出

席し、また、監査役会６回全てに出席し、財務・会計に関する専

門的見地から、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言

を適宜行いました。

監査役 三 好 　 勝

同氏は、当事業年度中に開催された取締役会13回のうち12回に出

席し、また、監査役会６回のうち５回に出席し、財務・会計に関

する専門的見地から、意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の発言を適宜行いました。
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５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,400千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

26,400千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査人の職務遂行状況及び報酬見積
りの算定根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査
人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(6) 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合におけ

る当該処分に係る事項

　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責

任を果たすための行動規範の周知徹底を図り、コンプライアンス体制の構

築・維持・改善にあたる。

②　代表取締役は、コンプライアンス及び適切なリスク管理体制確立のため

の取り組みの状況を必要に応じて取締役会に報告する。

③　コンプライアンス担当役員を置き、リスク管理とコンプライアンス体制

の構築及び運用を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　株主総会議事録、取締役会議事録及び稟議書等の取締役の職務執行に係

る重要な情報は、文書に記録し、適切に保存・管理する。

②　文書の取扱いについては、決裁基準表に従い管理するとともに、取締役

及び監査役は、常に前項の文書を閲覧することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　各部門の所管業務に付随するリスク管理は、当該各部門が行う。

②　リスク管理責任者を置き、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応

を行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　定時取締役会を毎月１回、臨時取締役会を別途必要に応じて随時開催し、

迅速な経営の意思決定及び取締役の職務執行の監督、管理を行う。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については、各役職者の権限及び責任

の明確化を図るため、取締役会規則、組織規程及び業務分掌・職務権限規

程においてそれぞれの責任者及び執行手続きを定める。
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(5) 当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　関係会社管理規程を定め、子会社の状況に応じた必要な管理を行う。

②　関係会社管理規程に従い、子会社に対する総括責任者として当社担当役

員を定め、子会社の業務執行状況について監視・監督する。

③　関係会社規程に従い、子会社の重要な経営事項の意思決定にあたっては

当社に承認を得るとともに、必要に応じて、決算及び業務内容を当社取締

役会に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査

役会と協議のうえ、必要な使用人を配置する。

②　当該使用人の異動及び人事評価については、監査役会の同意を得る。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する

監査役の指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役が指示した業務については、

監査役以外の者から指揮命令を受けない。

②　当該使用人は、監査役の指示に従い、監査役の監査に必要な調査の権限

をもって業務を行う。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制

①　取締役は、当社に重大な影響を与える事実があることを発見した場合は、

直ちに当該事項を監査役会に報告する。

②　取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請

に応じて必要な報告または情報の提供を行う。

(9) 前号の報告をした者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

　監査役に報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として、

いかなる不利益な取扱いをしてはならない。
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(10)監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

　監査役がその職務の執行に際して生ずる費用の前払いを請求したときは、

当該監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、

速やかに当該費用を処理する。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、内部監査人と緊密な連携を保ち、内部監査の実施状況及び助

言・勧告事項について協議及び意見交換を行う。

②　監査役は、会計監査人との連携を図り、必要に応じて意見交換を行う。

(12) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　金融商品取引法の定めに従い、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切

に行われる体制の整備・運用・評価を行い、財務報告の信頼性と適正性を

確保する。

(13）反社会的勢力排除に向けた体制

①　反社会的勢力排除に向けた基本的考え方

　当社は社会の一員として、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力・団

体とは毅然とした態度で臨むことを基本方針としております。

②　反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

　上記基本方針を「行動規範」に掲げ、これを全役職員に配布し、周知徹

底を図っております。また、不当要求があった場合は、警察及び弁護士と

の連携を図り、組織的に対応することと致しております。

　上記業務の適正性を確保するための体制の運用状況は、上記に掲げた内部

統制システムの各施策に従い、その基本方針に基づき具体的な取り組みを行

うとともに、内部統制システムの運用状況について重要な不備がないかモニ

タリングを必要に応じて適宜行っております。また、管理部及び内部監査室

が中心となり、当社全社員に対して内部統制システムの重要性とコンプライ

アンスに対する意識付けを行い、当社全体を統括、推進させております。

７．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年２月29日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

677,542

233,209

23,164

417,510

3,657

8,414,673

8,395,607

2,081,396

6,310,521

3,689

892

18,173

14,068

12,184

△8,080

流 動 負 債 348,953

工 事 未 払 金 100

1年内返済予定の長期借入金 145,353

1年内返済予定の
関係会社長期借入金

14,400

そ の 他 189,099

固 定 負 債 7,747,844

長 期 借 入 金 6,397,993

関係会社長期借入金 780,100

長期預り敷金保証金 535,508

資 産 除 去 債 務 3,452

そ の 他 30,790

負 債 合 計 8,096,797

純 資 産 の 部

株 主 資 本 995,418

資 本 金 851,800

資 本 剰 余 金 4,800

利 益 剰 余 金 155,360

自 己 株 式 △16,542

純 資 産 合 計 995,418

資 産 合 計 9,092,215 負 債 純 資 産 合 計 9,092,215

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,397,053

売 上 原 価 1,079,905

売 上 総 利 益 317,148

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 184,711

営 業 利 益 132,436

営 業 外 収 益

受 取 保 険 金 11,112

受 取 設 備 負 担 金 4,675

そ の 他 570 16,358

営 業 外 費 用

支 払 利 息 76,627

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,080

そ の 他 1,047 85,754

経 常 利 益 63,040

特 別 損 失

減 損 損 失 157,917 157,917

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △94,876

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,592

法 人 税 等 調 整 額 △4,285 11,306

当 期 純 損 失 △106,183

親会社株主に帰属する当期純損失 △106,183

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式

株主資本
合　　計

当連結会計年度期首残高 851,800 4,800 264,519 △16,524 1,104,595 1,104,595

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,975 △2,975 △2,975

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△106,183 △106,183 △106,183

自 己 株 式 の 取 得 △18 △18 △18

当連結会計年度変動額合計 - - △109,158 △18 △109,177 △109,177

当連結会計年度末残高 851,800 4,800 155,360 △16,542 995,418 995,418

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　１社

・主要な連結子会社の名称　　　株式会社ネオフリーク

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社株式会社ネオフリークの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成

にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

　時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・仕掛販売用不動産　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

但し、賃貸用資産については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　６～39年

構築物　　　　　　　　10年

工具、器具及び備品　　４～15年

・無形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

－ 20 －



④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．収益及び費用の計上基準

　販売費のうち下記のものについては費用収益を適正に対応させるため次のとおり処理

しております。

（販売手数料）販売委託契約等に基づく販売手数料は売上計上に応じて費用処理するこ

ととし、売上未計上の物件に係る販売手数料は前払費用に計上しており

ます。

（広告宣伝費）未完成の自社計画販売物件に係る広告宣伝費は、引渡までに発生した費

用を前払費用に計上し、引渡時に一括して費用処理しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用と

して処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,710,906千円

(2) 担保に供している資産及び担保に対応する債務

①　担保に供している資産

建物 2,073,317千円

土地 6,310,521千円

計 8,383,839千円

②　担保に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 142,372千円

１年内返済予定の関係会社長期借入金 14,400千円

長期借入金 5,097,173千円

関係会社長期借入金 660,100千円

計 5,914,046千円
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(3) 財務制限条項

当社の株式会社三井住友銀行を主幹事とするシンジケート・ローン契約（契約日2016年１

月13日、借入金残高5,239,546千円）には、下記財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、本契約上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

・損益計算書の営業損益を２期連続（初回を2015年２月期及び2016年２月期の２期とする）

で損失としない。

４．連結損益計算書に関する注記

減損損失

用　途 場　所 種　類 減損損失（千円）

賃貸物件 北海道苫小牧市 建　物 157,917

合　計 157,917

当社は個別物件単位でグルーピングを行っております。上記資産については、賃

貸事業目的で保有しておりましたが、主要テナントの退店が予定されており、さら

に今日の市場環境により、後継テナントの出店までには一定の期間を要することが

予想されるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、157,917千円を特別損失に計

上しております。当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は不動産鑑定評価額を基に算定しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の株
式数

普 通 株 式 1,524,000株 －株 －株 1,524,000株

(2) 自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の株
式数

普 通 株 式 36,041株 36株 －株 36,077株

（注）普通株式の自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り請求によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決議 株式の種類 配当の原資
配当金
の総額

1株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2019年
５月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,975千円 2円

2019年
２月28日

2019年
５月29日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

　　　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　　該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要な資金を銀行等金融機関から調達しております。デリバティブ取

引は、借入金に係る金利変動リスクを回避するために行うものであり、投機目的のデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である工事未払金は、そのほとんどが１ケ月以内の支払期日であります。

　長期借入金は、主に物件購入資金に対する資金調達であり、このうち変動金利は、金利

変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権につきましては、各担当者が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません（（注）２.を参照ください。）。

連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　(1）現金及び預金

　(2）売掛金

233,209

23,164

233,209

23,164

－

－

　資産計 256,374 256,374 －

　(1）工事未払金

　(2）長期借入金  （※）

　(3）関係会社長期借入金（※）

100

6,543,346

794,500

100

6,544,016

794,796

－

669

296

　負債計 7,337,946 7,338,912 965

(※)１年内返済予定の長期借入金及び１年内返済予定の関係会社長期借入金を含めております。

(注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

　　　負　債

(1）工事未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(2）長期借入金、（3）関係会社長期借入金

これらは元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

長期預り敷金保証金 597,045

　　  長期預り敷金保証金については、市場価格がなく、かつ、実質的な預託期間を算定

することが困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極め

て困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。なお、１年内返還予

定の預り敷金保証金を含めております。
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７．賃貸等不動産に関する注記

　(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用商業施設（土地を含む）

を有しております。なお、賃貸用商業施設の一部については、子会社が使用しているため、

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

　(2）賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度
末の時価（千円）当連結会計年度

期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

賃貸等不動産 8,352,485 △267,064 8,085,421 10,188,000

賃貸等不動産と
して使用される
部分を含む不動
産

314,041 △9,584 304,457 577,000

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．①賃貸等不動産の期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は建物の取得

（73,329千円）であり、減少額は減価償却費（182,475千円）及び減損損失（157,917

千円）であります。

②賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の期中増減額のうち、当連結会計

年度の主な増加額は建物の取得（352千円）であり、減少額は減価償却費（9,936千

円）であります。

　　　３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金

額であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 669円00銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △71円36銭

９．重要な後発事象に関する注記

　新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、2020年4月7日付にて緊急事態宣言が発出され

たこと等に対応し、当社事業所において休業あるいは営業時間を短縮するテナントが発生する

等の影響が出ております。なお、次期以降の財政状態及び経営成績に及ぼす影響は現時点では

算定することが困難であります。

10．その他の注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2020年２月29日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 660,313 流 動 負 債 338,404

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

商 標 権

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

216,561

23,157

417,510

2,366

717

8,418,582

8,390,382

2,075,356

1,126

3,377

6,310,521

892

121

771

27,307

5,000

5,134

14,068

11,184

△8,080

工 事 未 払 金 100

1年内返済予定の長期借入金 145,353

1 年 内 返 済 予 定 の
関係会社長期借入金

14,400

未 払 金 44,136

未 払 費 用 1,543

未 払 法 人 税 等 12,642

前 受 金 31,768

預 り 金 8,905

そ の 他 79,555

固 定 負 債 7,747,676

長 期 借 入 金 6,397,993

関係会社長期借入金 780,100

長期預り敷金保証金 535,340

資 産 除 去 債 務 3,452

そ の 他 30,790

負 債 合 計 8,086,081

純 資 産 の 部

株 主 資 本 992,814

資 本 金 851,800

資 本 剰 余 金 4,800

資 本 準 備 金 4,800

利 益 剰 余 金 152,757

利 益 準 備 金 27,880

その他利益剰余金 124,876

別 途 積 立 金 100,000

繰越利益剰余金 24,876

自 己 株 式 △16,542

純 資 産 合 計 992,814

資 産 合 計 9,078,896 負 債 純 資 産 合 計 9,078,896

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,394,153

売 上 原 価 1,085,841

売 上 総 利 益 308,311

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 183,997

営 業 利 益 124,314

営 業 外 収 益

受 取 利 息 52

受 取 保 険 金 11,112

経 営 指 導 料 3,581

受 取 設 備 負 担 金 4,675

そ の 他 0 19,422

営 業 外 費 用

支 払 利 息 77,673

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,080 85,753

経 常 利 益 57,983

特 別 損 失

減 損 損 失 157,917 157,917

税 引 前 当 期 純 損 失 △99,933

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,139

法 人 税 等 調 整 額 △4,285 9,853

当 　 期 　 純 　 損 　 失 △109,787

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 851,800 4,800 4,800 27,583 100,000 137,937 265,520 △16,524 1,105,596

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 297 △3,273 △2,975 △2,975

当期純損失（△） △109,787 △109,787 △109,787

自己株式の取得 △18 △18

事業年度中の変動額合計 － － － 297 － △113,060 △112,763 △18 △112,781

当 期 末 残 高 851,800 4,800 4,800 27,880 100,000 24,876 152,757 △16,542 992,814

純資産合計

当 期 首 残 高 1,105,596

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,975

当期純損失（△） △109,787

自己株式の取得 △18

事業年度中の変動額合計 △112,781

当 期 末 残 高 992,814

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

 ①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　 子会社株式及び関連会社株式　　　 移動平均法による原価法

　　 その他有価証券

　　　　　　　　 時価のないもの　　　 移動平均法による原価法

 ②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　 販売用不動産　　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　 仕掛販売用不動産　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

 ①　有形固定資産（リース資産を除く）　定率法によっております。

但し、賃貸用資産については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　６～39年

　構築物　　　　　　　　10年

　工具、器具及び備品　　４～15年

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）　定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(4) 収益及び費用の計上基準

　販売費のうち下記のものについては費用収益を適正に対応させるため次のとおり処理して

おります。

　（販売手数料）

　販売委託契約等に基づく販売手数料は売上計上に応じて費用処理することとし、売上未計

上の物件に係る販売手数料は前払費用に計上しております。

　（広告宣伝費）

　未完成の自社計画販売物件に係る広告宣伝費は、引渡までに発生した費用を前払費用に計

上し、引渡時に一括して費用処理しております。
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　(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用とし

て処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,710,322千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　関係会社に対する短期金銭債権

　　関係会社に対する短期金銭債務

137千円

5,269千円

(3) 担保に供している資産及び担保に対応する債務

①　担保に供している資産

建物 2,073,317千円

土地 6,310,521千円

計 8,383,839千円

②　担保に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 142,372千円

１年内返済予定の関係会社長期借入金 14,400千円

長期借入金 5,097,173千円

関係会社長期借入金 660,100千円

計 5,914,046千円

(4) 財務制限条項

当社の株式会社三井住友銀行を主幹事とするシンジケート・ローン契約（契約日2016年１

月13日、借入金残高5,239,546千円）には、下記財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、本契約上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

・損益計算書の営業損益を２期連続（初回を2015年２月期及び2016年２月期の２期とす

る）で損失としない。
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４．損益計算書に関する注記

 (1)関係会社との取引高

    営業取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　 61,991千円

    営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　　 20,422千円

 (2)減損損失

用　途 場　所 種　類 減損損失（千円）

賃貸物件 北海道苫小牧市 建　物 157,917

合　計 157,917

当社は個別物件単位でグルーピングを行っております。上記資産については、賃

貸事業目的で保有しておりましたが、主要テナントの退店が予定されており、さら

に今日の市場環境により、後継テナントの出店までには一定の期間を要することが

見込まれることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、157,917千円を特別損失

に計上しております。当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は不動産鑑定評価額を基に算定しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36,077株
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６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　    繰延税金資産

　　　　固定資産

税務上の繰越欠損金　　　 　　　　136,298千円

棚卸資産評価損                 　　2,008千円

未払金                         　　　946千円

未払事業税　               　      1,477千円

減価償却費　　　　　  　　　　　　17,972千円

資産除去債務　　　　　　　　   　　1,056千円

減損損失　　　　　　  　　　　　　55,490千円

支払手数料否認　　　　　　　　　　 3,365千円

貸倒引当金　　　　　　　　　　　　 2,472千円

評価性引当額　　　　　　 　　　△206,534千円

繰延税金資産計　　　　　　 　   　14,554千円

繰延税金負債

固定負債

資産除去債務　　　　　　　　 　　　△485千円

繰延税金負債計　　　　　　　 　　　△485千円

繰延税金資産の純額　　　　　　　 　　 14,068千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種 類

会社等
の名称
又  は
氏  名

所在地
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又 は 職
業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の
内容

取 引 金 額
( 千 円 )

科目
期末残高
( 千 円 )

その
他の
関係
会社

スト
ーク
㈱

大阪市
西区

40,000
コンサル
ティング業

(被所有)
直接
32.9

役員の
兼任

借入金
の返済

25,500 関係会
社長期
借入金

794,500
借入金
に対す
る金利

16,062

（注）借入金の金利は返済期間、調達金利及び市場金利等を勘案しながら、両者協議のうえ決定

しております。

なお、期末残高には１年内返済予定の関係会社長期借入金を含めております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額            667円25銭

(2) １株当たり当期純損失（△）           △73円78銭

９．重要な後発事象に関する注記

新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、2020年4月7日付にて緊急事態宣言が発出され

たこと等に対応し、当社事業所において休業あるいは営業時間を短縮するテナントが発生する

等の影響が出ております。なお、次期以降の財政状態及び経営成績に及ぼす影響は現時点では

算定することが困難であります。

10．その他の注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年４月20日

株式会社エスポア

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鈴 木 　 博 貴 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大 橋 　 正 明 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エスポアの2019年３月1日か
ら2020年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社エスポア及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年４月20日

株式会社エスポア

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鈴 木 　 博 貴 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大 橋 　 正 明 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社エスポアの2019年３月
1日から2020年２月29日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年３月１日から2020年２月29日までの第48期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に

おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業

の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正

を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細

書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2020年４月20日

株 式 会 社 エ ス ポ ア 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役）砂 子 　 守 

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）武 田 英 彦 

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）小 栗 　 悟 

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）三 好 　 勝 

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　名古屋市中区栄３－２－３　名古屋日興證券ビル７階
ＴＫＰ名古屋栄カンファレンスセンター　７Ａ
ＴＥＬ　（０５２）２３８－３５２６

桜通

錦通

広小路通

テレビ塔

セブン
イレブン

ルイ・
ヴィトンドン・キホーテ

名古屋栄三越

三菱
UFJ銀行
栄町支店

名古屋

国際ホテル

スター

バックス

りそな

銀行静岡銀行

名古屋支店

ファミリーマート

吉野家

CoCo壱番屋

パラカ名古屋市栄第11パーキング

セブンイレブン

スターバックスローソン丸の内カフェ

パーキングワイズロード
名古屋本館

日本銀行
名古屋支店

伏
見
通
り

ローソン

袋町通

本重町通
オアシス21

三井住友
銀行

瀬戸線
栄町

栄
東山線

伏見

丸の内

東山線

１番出口

４番出口

８番出口

栄

錦三丁目

１番出口

６番出口

広小路七間町 広小路呉服町

TKPガーデンシティ名古屋

TKP名古屋伏見ビジネスセンター

TKP名古屋栄
カンファレンスセンター
愛知県名古屋市中区栄3-2-3

名古屋日興證券ビル

<交通のご案内>
●地下鉄（東山線・名城線）栄駅（⑧番出口より）徒歩８分
地下鉄（東山線・鶴舞線）伏見駅（④番出口より）徒歩７分
名鉄（瀬戸線）栄町駅　徒歩10分

<お願い>
●会場には駐車場の用意がございませんのでご了承ください。


